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論　説
マスメディアの「世論監督」機能に関する 
中国共産党の認識
王　　　冰
Ⅰ　問題の所在
Ⅱ　党によるマスメディアの「世論監督」機
能の導入
Ⅲ　党のマスメディアの「世論監督」機能に
対する許容範囲
Ⅳ　党のマスメディアの「世論監督」機能に
対する許容範囲の限界
Ⅴ　おわりに
Ⅰ　問題の所在
　中国マスメディアの「世論監督」機能は、
党及び社会の不正行為に対してマスメディア
が批判、チェック機能を果たすものである。
₁₉₉₀年代以降、中国マスメディアの「世論監
督」機能の実施が目立っている。例を挙げる
と、₂₀₁₁年 ₇ 月に浙江省温州市で発生した高
速鉄道列車の追突事故に関して、マスメディ
アが事故原因の究明及び事故処理の措置をめ
ぐる鉄道省の対応に対する批判を繰り広げ
た。広東省の有力紙である『南方都市報』は、
同年 ₇ 月₃₁日の記事の中で「このような悲惨
な事故と、鉄道省のずさんな対応に対しては
次の ₃ 文字の言葉しか思いつかない：くそっ
たれ！」（中国語原文：面対如此惨烈的事情以及鉄道
部的糟糕処理，我們只想用 ₃ 個字表達看法：他媽的！）
と猛烈に批判した（『南方都市報』、₂₀₁₁年 ₇ 月₃₁
日）。また、中央政府が直轄する中央テレビ
局の ₇ 月₂₅日のニュース評論番組では、キャ
スターが、鉄道省による事故原因の説明に疑
問と批判の姿勢を示した（中央テレビ局・『新聞₁
＋₁』番組、₂₀₁₁年 ₇ 月₂₅日）。
　しかし、中国マスメディアは、上述したよ
うな「世論監督」機能を果たしているものの、
完全に自由に果たしているわけではない。そ
れは、党のマスメディアの「世論監督」機能
に対する態度と大きく関係している。たとえ
ば、₂₀₀₈年に河北省で発生した「三鹿ブラン
ドの汚染粉ミルク事件」 ₁において、党は、マ
スメディアの「世論監督」機能の実施を巡り
複雑な態度を見せた。党は、事件当初の ₉ 月
₈ 日から、汚染ミルクの生産メーカーの不正
行為及び政府の食品安全関連政策の欠陥を批
判するマスメディアの熱心な報道ぶりを容認
した。この時期のマスメディアは、この事件
に関して新聞のトップ記事や特集ページを
作って大々的に報じた（『南方都市報』、₂₀₀₈年 ₉
月₁₂日、₉ 月₁₃日のトップ記事を参照）。しかし、そ
の後、党の態度が一変した。事件発生の約 ₁
週間後の ₉ 月₁₄日に党は報道を抑制しようと
して、事件に関して新華社の配信した記事を
使うよう指示を出した（香港誌・『亜洲週刊』、
₂₀₀₈年 ₉ 月₂₈日）。このように、党のマスメディ
アの「世論監督」機能を許容する範囲には、
一定の限界がある。ここで、マスメディアの
「世論監督」機能に対して、党の態度の変化
₁ 　₂₀₀₈年に中国河北省の「三鹿集団」によって製造されたメラミン入りの汚染ミルクを飲んだ乳幼児 ₆
人が腎臓結石で死亡し、何万人の被害者が出た事件である。この事件は中国社会の大きな反応を呼ん
だ。
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が生じるのはなぜだろうか。この点を明らか
にするために、マスメディアの「世論監督」
機能に対する党の認識を解明することが必要
となると考えられる。　
　本稿の目的は、マスメディアの「世論監督」
機能の導入をめぐる党大会の決議を考察する
ことを通じて、マスメディアの「世論監督」
機能に対する党の認識が、どのようなもので
あるかを明らかにするところにある。党は、
いかなるマスメディア認識のもとでマスメ
ディアの「世論監督」機能を導入したのか。
党はどのような内容でメディアの「世論監
督」機能を容認しているのか。党の容認範囲
の限界点はどこにあるのか。
　マスメディアの「世論監督」機能に対する
党の認識に関する先行研究を整理すると、以
下の問題点を指摘できる。第 ₁ に、中国国内
での先行研究には、₁₉₈₀年代から今日に至る
までの党の諸決議を分析対象として、党のマ
スメディアの「世論監督」機能に与えた内容
を考察したものが複数ある（徐、₂₀₁₀；程、
₂₀₁₀；劉、₂₀₀₉；童、₂₀₀₇）。しかし、これ
らの研究は天安門事件後の党の許容範囲の限
界について踏み込んだ考察を行っていない。
このことは、天安門事件が依然として共産党
によりタブー視されていることによる影響で
あると考えられる。一方、中国国外での先行
研究は、₁₉₉₀年代以降の党の諸決議を中心
に、党の認識を考察したものが存在するもの
の（Cho, ₂₀₀₇; Zhao, ₂₀₀₀; 王、₂₀₁₀）、₁₉₈₀
年代のマスメディアの「世論監督」機能に対
する党の認識は研究対象とされていない。第
₂ に、中国国内での先行研究は、マスメディ
アの「世論監督」機能に関する党の諸決議の
内容を考察しているが、その内容に注目した
だけで、党のメディアの「世論監督」機能を
言及した意味を探究していない。一方、中国
国外の先行研究は、₁₉₉₀年代以降の党の決議
を中心に、マスメディアの「世論監督」機能
に対する党の認識を詳細に分析している。そ
の中に、マスメディアの「世論監督」機能は、
すなわち、地方政府および社会に対する党の
コントロール手段の一環であるという見方が
ある（Cho, ₂₀₀₇; 王、₂₀₁₀）。しかし、この
見方は、₁₉₈₀年代の段階で、党がマスメディ
アの「世論監督」機能を導入した目的意識を
踏まえた党の認識の連続性、断絶性を議論か
ら排除している。以上のように、先行研究は、
党のマスメディアの「世論監督」機能の認識
を十分に分析したとは言い難い。
　そこで、本稿では、以下の ₃ 段階を踏まえ
て、マスメディアの「世論監督」機能に関す
る党の認識の連続性を把握したい。第 ₁ に、
₁₉₈₀年代に党によるマスメディアの「世論監
督」機能の導入と党のメディアの「人民の喉
と舌」論との関連性を解明する同時に、党第
₁₃回全国代表大会（₁₉₈₇年 ₉ 月）で明示され
たメディアの「世論監督」機能の内容を明ら
かにする。第 ₂ に、天安門事件後のマスメ
ディアの「世論監督」機能に関する党指導部
の言説を考察することによって、党の許容範
囲の限界を明らかにする。第 ₃ に、第 ₁ と第
₂ の分析結果を踏まえ、₁₉₉₀年代以降の党の
決議を分析し、党にとって、マスメディアの
「世論監督」機能が、地方政府および社会に
対するコントロール手段の一環であるとの既
存研究の見解に異議を唱える。
　本稿で用いた資料は、₁₉₈₀年代から今日に
至るまでの中国共産党の諸会議の議決、党中
央指導者の言説及び党が発した政策文書であ
る。
　本稿の構成は以下のとおりである。第 ₂ 節
では、党によるマスメディアの「世論監督」
機能の導入と党のメディアの「人民の喉と
舌」論との関連性を考察する。第 ₃ 節では、
マスメディアの「世論監督」機能の内容を付
与する党の諸議決を考察することによって、
メディアの「世論監督」機能に対する党の容
認内容を明らかにする。第 ₄ 節では、天安門
事件後のマスメディアの「世論監督」機能に
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対する党指導者の言説を考察することによっ
て、党のメディアの「世論監督」機能を許容
する限界点を探る。最後に前節で分析した結
果を踏まえ、党のマスメディアの「世論監督」
機能に対する容認範囲及び限界点を提示する。
Ⅱ　党によるマスメディアの「世論
監督」機能の導入
　マスメディアの「世論監督」機能が初めて
提起された中国共産党第₁₃回全国代表大会に
おいて、元党総書記・趙紫陽はマスメディア
の役割を「人民群衆の要求と声を、常に順調
に上まで（筆者注：党中央まで）反映するルート
が設けられるべきである」と述べた  ₂。すな
わち、趙は、マスメディアが民意代弁ルート
であるという認識を示していた。こうした認
識は、₁₉₈₅年に趙の前任である胡耀邦が提起
したメディアの「人民の喉と舌」論にも見出
すことができる。₁₉₈₀年代以来、この議論は、
党指導部の重要なメディア認識の ₁ つとして
党により提唱され続けている。本節では、党
によるマスメディアの「世論監督」機能の導
入と党のメディアの「人民の喉と舌」論との
関連性を明らかにしたい。
1 　党のマスメディアの「人民の喉と舌」
論の意味
　₁₉₈₅年 ₂ 月に元党総書記・胡耀邦は「党の
新聞工作に関して」と題した談話の中で、党
のマスメディアの「人民の喉と舌」論につい
て次のように述べた。
　「我々の党の新聞事業は、一体どのような
性質を持つものであろうか？それに関する最
も重要な意義を一言でまとめると、党の新聞
事業が党の喉と舌でもあり、当然ながら党の
指導のもとにある人民政府の喉と舌でもあ
り、人民自身の喉と舌でもある。（中略）マ
スメディアは党が人民大衆と団結する紐帯、
架け橋であり、人民の間、党内外および国内
外において情報伝達を行う道具である。（中
略）我々の党は全力を尽くして人民に奉仕
し、『人民大衆の中から来て、また人民大衆
の中に入る』という党の工作路線を堅持する
のである。従って、党の新聞事業は上の情報
の下達、下の情報の上達、党と人民大衆の団
結を強化するための人民大衆の声の反映およ
び各方面から人民大衆の情報需要への満足な
どの役割を果たすべきである」 ₃。
　メディアの「人民の喉と舌」論は、すなわ
ち、党は革命根拠地時代から提唱し続けてき
たメディアの「党の喉と舌」論を打破したも
のであると言えよう。
　説明を加えると、党のメディアの「党の喉
と舌」論は、₁₉₄₁年 ₂ 月に党の機関紙である
『新中華報』は「本紙創刊 ₂ 周年の記念に際
して」と題した社説の中で、「『新中華報』は
党中央の政治意見を伝達する最も有力な『喉
と舌』である」と初めて提起された（中国共
産党新聞工作文献匯編（下）、₁₉₈₀：₁₅₀）。₁₉₄₂年、
当時の党中央機関紙である『解放日報』は、
「新聞は党の『喉と舌』である。この巨大な
集団の『喉と舌』である。新聞のすべての文
章、すべての記事が党を代表し発言すべきで
あり、必ず党を代弁すべきである」と強調し
た（中国共産党新聞工作文献匯編（下）、₁₉₈₀：₁₅₁）。
この文言にあるように、マスメディアの「党
の喉と舌」論とは、党が、マスメディアを党
の「喉と舌」、いわゆる党の公式見解を代弁
する道具であると位置づけ、マスメディアに
政治宣伝という唯一の機能を担わせたもので
あることがうかがえる。これは、党はマスメ
₂ 　趙紫陽（₁₉₈₇）、「在中国共産党第₁₃回全国代表大会上的報告　五（五）建立社会協商対話制度」（₂₀₁₂
年 ₃ 月 ₅ 日最終アクセス、http://news.xinhuanet.com/ziliao/₂₀₀₃-₀₁/₂₀/content_₆₉₇₀₆₁.htm よりダウンロー
ド）。
₃ 　胡耀邦（₁₉₈₅）、「関於党的新聞工作」『新聞前線』第 ₅ 期、₂-₁₁ページ。
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ディアが単なる党の代弁道具であるという認
識のもと、マスメディアの党意思の代弁のみ
を許可する一方、民意の代弁を容認していな
いという意味を持つと考えられる。
　これと対照的に、上記した党のメディアの
「人民の喉と舌」論の提起は、すなわち、党
はメディアが単なる「党の喉と舌」ではなく、
「人民の喉と舌」でもあるという認識のもと、
メディアが党意思の代弁以外の民意代弁を行
うべきであると認識し始めた。これは、党は
メディアが単なる党の意思を代弁する道具で
はなく、民意の代弁ルートでもあるという認
識のもと、メディアによる民意代弁を許容し
たこととうかがえる。
　マスメディアの「人民の喉と舌」論は党指
導部によって提唱され続けてきた。江沢民は
₁₉₈₉年₁₁月に「党の新聞工作に関するいくつ
かの問題」と題した談話の中で「我々の党は
従来に新聞工作を非常に重視し、始終に我々
の新聞、ラジオ、テレビが党、政府及び人民
の喉と舌である。これは新聞工作の性質を説
明できる」 ₄と述べた。また₁₉₉₅年に党中央弁
公庁によって公布された「新聞世論工作のよ
り一層の改善に関する若干の意見」の中で
「我々党と国家の新聞、通信社、ラジオ、テ
レビが党と人民の喉と舌である。（中略）メ
ディア報道は人民大衆に向けて、人民大衆の
生活と密接につなげ、一切人民大衆の利益か
らスタートすべきである」 ₅と強調した。マス
メディアの「人民の喉と舌」論には、党は、
マスメディアが民意代弁を行うべきであると
いう認識を持つことが反映されている。こう
した認識は、改革開放以降の党中央の共通見
解であるとうかがえる。
2 　党によるマスメディアの「世論監督」
機能の導入
　マスメディアの「世論監督」機能が初めて
提起されたのは、₁₉₈₇年₁₀月に開催された中
国共産党第₁₃回全国代表大会（以下、党の第₁₃
回大会と略す）であった。元党総書記・趙紫陽
による政治報告の中の第 ₅ 部分・「社会協商
対話制度の建設」で、マスメディアの「世論
監督」機能に言及した。以下では、まず、党
が「社会協商対話制度の建設」という名のも
とで、マスメディアの「世論監督」機能に言
及した意味を考察する。次にその意味とマス
メディアの「人民の喉と舌」論との関連性を
明確化する。
　₁₉₈₀年代、「社会協商対話制度の建設」は
党指導部が政治体制改革を積極的に推進して
いた中、その中の重要な内容の ₁ つとして提
起された。党の第₁₃回大会において「社会協
商対話制度」の原則について、「党の『人民
大衆の中から来て、また人民大衆の中に入
る』という伝統を発揚し、党政機関の開放程
度の向上また重大な問題を人民に知らせ、人
民に討論させることである」と規定されたと
ともに、具体的な実施内容について「各級の
党政機関が大衆の意見を聴取することに基づ
いて工作を展開してこそ、実際と密接につな
げ、過ちを避けることができる。一方、大衆
の要求と声を常に、順調に上達するルートが
必要であればこそ、大衆の意見と不満を表出
するができる。したがって、社会協商対話制
度の建設は上の情報の下達および下の情報の
上達を迅速に、順調に、正確に行うことに
よって、お互いのコミュニケーションと理解
を促進することができる」、さらに「全国範
囲、地方範囲、基層単位範囲の重大な問題に
関する協商対話は、全国で、地方で、基層単
位内で ₃ つのレベルで行われるべきである。
各級の党政機関がそれを党工作の中の一大事
として行わなければならない。現在の協商対
話展開のルートの役割をより一層発揮させる
とともに、新しいルートの開設にも関心を持
₄ 　江沢民（₁₉₈₉）、「関於党的新聞工作的幾個問題」『新聞実践』₁₉₉₀年第 ₃ 期、₃-₆ページ。
₅ 　翁海勤（₂₀₀₇）、「『耳目喉舌』説的歴史沿革」『新聞記者』第 ₃ 期、₃₅-₃₇ページ。
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つべきである」と決められた  ₆。また₁₉₈₈年
₃ 月に開催された全国人民代表第 ₇ 回第 ₁ 次
会議で発表された「政府工作報告」では、「社
会協商対話制度の建設」について「各級の政
府と関係者が常に直接的な、平等な協商対話
を通じて、大衆の声を聴取し、大衆の苦情に
関心を持つべきである。我々は大衆の合理的
な意見と正確な批判を受け止めることによっ
て、工作の改善、各不正気風の克服に努力し
なければならない」と強調された（『人民日報』、
₁₉₈₈年 ₄ 月₁₅日）。
　以上のことから、党指導部は、「社会協商
対話制度の建設」において、以下の目標を掲
げていたことがわかる。 ₁ つ目は、党指導部
が党と政府の情報公開を推進することによっ
て、重要な問題を人民に知らせ、人民に討論
させる民主制度を形成するという目標であ
る。これは、党が民衆の知る権利及び政治参
加権利を実現させることを目的としている。
₂ つ目は、全国レベル、地方レベル、基層単
位レベルという ₃ つのレベルにおいて、各級
の党政幹部が、人民大衆の中に入り、人民大
衆と平等に直接的に協商・対話を行う目標であ
る。これは、党が民衆の党工作に対する声と批
判を反映することによって、民衆の党への監視
権利を行使させることを目的としている。
　こうした「社会協商対話制度の建設」があ
げた目標を実現するために、党はマスメディ
アの「世論監督」機能を重要な実現ルートの
₁ つとして提起した。具体的に、党の第₁₃回
大会では、「各種の現代化した新聞と宣伝機
関が、党と政府の業務活動に関する報道を増
やすことを通じて、人民大衆による党政機関
の工作への批判意見を取り上げ、さらに官僚
主義と各不正な気風と闘う『世論監督』機能
を果たすべきである」と明言された  ₇。
　以上のことによって、党が「社会協商対話
制度の建設」という名のもとで、メディアの
「世論監督」機能を言及したことは、以下の
₂ つの目的を持つことがうかがえる。まず、
党は、マスメディアが党の工作に関する報道
を行うことを通じて、重大な問題を民衆に知
らせ、民衆の知る権利を保障することを期待
する。次に、党はマスメディアが民衆の批判
意見を党中央まで反映し、民衆の党への監視
権利を保障することを期待する。
　以上のように、党がマスメディアの「世論
監督」機能を導入したことは、党はマスメ
ディアが民衆の批判意見を代弁することを容
認したという意味を持つとうかがえる。これ
は、マスメディアの「人民の喉と舌」論に反
映された党のメディア認識と共通しているこ
とがわかる。すなわち、党はマスメディアが
民意代弁ルートであるという認識のもと、さ
らにメディアが民衆の批判意見を代弁するこ
とを許容したとうかがえる。
Ⅲ　党のマスメディアの「世論監督」
機能に対する許容範囲
　前節では、党はマスメディアが民意代弁
ルートであるという認識のもと、マスメディ
アの「世論監督」機能を導入したことを明ら
かにした。本節では、党がマスメディアの
「世論監督」機能に与えた具体的な内容を考
察することによって、党はいかなる内容でメ
ディアが民衆の批判意見を代弁することを容
認しているのかを明らかにする。
1 　党に対するマスメディアの「世論監
督」機能
①官僚主義に対するマスメディアの「世論監
督」機能
　官僚主義の弊害に関する党指導部の認識は
₆ 　趙紫陽（₁₉₈₇）、「在中国共産党第₁₃回全国代表大会上的報告　五（五）建立社会協商対話制度」（₂₀₁₂
年 ₃月 ₅日最終アクセス、http://news.xinhuanet.com/ziliao/₂₀₀₃-₀₁/₂₀/content_₆₉₇₀₆₁.htmよりダウンロード）。
₇ 　同上。
38
筑波法政第₅₄号（₂₀₁₃）
鄧小平の発言に見られる。鄧は「官僚主義現
象は、我々の党と党の政治生活の中で広範囲
にわたって存在している大問題である。官僚
主義の主要な弊害が権力の乱用、実際との離
脱、大衆との離脱、効率の低下、民主への抑
圧などである」と指摘し、さらに「官僚主義
は、党の路線、方針、政策を有効に実行し、
人民大衆の利益に関わる問題を解決すること
ができない。また官僚主義は事実と人民大衆
に離脱し、形式を重んじることによって、党
の工作や党の威信を損害する」と述べた（『鄧
小平文選』、₁₉₈₂年：₂₈₇）。
　官僚主義を是正するために、党指導部は民
衆による監視の必要性を提起した。鄧小平
は、「党の指導がうまくいくならば、終始、
主観主義、官僚主義、宗派主義の克服を行わ
なければならない。党が監視を受けなければ
ならない。党と党の民主生活を拡大しなけれ
ばならない」と指摘するとともに、「大衆に
よる監視制度が必要である。大衆による幹
部、特に指導役の幹部への監視を行うべきで
ある。特権化と特殊化を振る舞う幹部に対し
て、人民が法律に依拠して彼らを検挙、控訴、
罷免する権利がある」と述べた（『鄧小平文選』、
₁₉₉₄：₂₁₈）。
　こうした党の民衆監視構想が党のマスメ
ディアの「世論監督」機能の言及に反映され
た。党が₁₉₈₇年₁₀月に開催された党の第₁₃回
大会において、マスメディアの「世論監督」
機能に以下の内容を付与した。
　「各種の現代化した新聞および宣伝機関は、
党と政府の業務活動に関する報道を増やし、
人民大衆による党の工作への批判意見を取り
上げ、官僚主義と各種の不正な気風と闘う
『世論監督』機能を果たすべきである。」 ₈
 　これにより、党は、マスメディアが党の官
僚主義に対する民衆の批判の代弁を容認した
ことが分かる。
②権力濫用に対するマスメディアの「世論監
督」機能
　改革開放以降、各級地方政府・党組織によ
る権力濫用行為の問題が深刻である。たとえ
ば、中央紀律検査機関の統計により、₂₀₁₁年
に土地徴収、立ち退きにおける地方の党員幹
部の職権濫用、強制執行の原因で摘発された
案件が₁,₄₈₀件に上り、₅₀₉人の幹部が行政責
任を問われた ₉。
　一方、民衆は党政機関の権力濫用への座り
込み、ストライキ、暴力的抗争まで行うよう
になった。₁₉₉₀年代に入り、地方政府や党組
織などの権力機関による権力濫用に起因した
各地の大規模なデモ、ストライキ、党員幹部
に対する集団反抗・攻撃・暴行、土地収用に
反対する民衆の座り込みなどの騒擾事件（い
わゆる「群体性事件」）は、₁₉₉₄年のおよそ
₁₀,₀₀₀件から、₂₀₀₅年の₈₃,₀₀₀件までに増加
した ₁ ₀。
　以上を背景に、₁₉₉₀年代以降、党指導部は
各級の地方政府および党の権力機関による権
力濫用の問題を是正するために、以下のよう
にマスメディアの「世論監督」機能を言及した。
　₁₉₉₇年 ₉ 月に開かれた中国共産党第₁₅回全
国代表大会では、マスメディアの「世論監督」
機能について、「我々の権力が人民に付与さ
れるし、すべての幹部が人民の公僕であるた
め、人民と法律による監視を受けなければな
らない。（中略）党内での監視、法律による
監視および大衆による監視と結び付けること
によって、マスメディアの『世論監督』機能
を十分に発揮させなければならない。（中略）
₈ 　趙紫陽（₁₉₈₇）、「在中国共産党第₁₃回全国代表大会上的報告　五（五）建立協商対話制度」（₂₀₁₂年 ₃
月 ₅日最終アクセス、http://news.xinhuanet.com/ziliao/₂₀₀₃-₀₁/₂₀/content_₆₉₇₀₆₁.htm よりダウンロード）。
₉ 　「全国糾正査処₁.₄万件損害農民土地権益問題―中紀委監察部通報去年査弁案件情況」『中国国土資源
報』、₂₀₁₂年 ₁ 月 ₇ 日付きの記事。
₁₀　陳先兵（₂₀₁₀）、「維権話語与抗争邏輯―中国農村群体性抗争事件研究的回顧与思考」『北京化工大学学
報』第 ₁ 期、₁-₆ページ。
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党と党の政策や指令執行の徹底に対する監視
を強化することが、政策指令執行の順調を保
障するためである。さらに各級の党員幹部、
特に指導役の幹部に対する監視を強化するこ
とが、権力濫用の防止のためである。法律や
党の紀律に違反した行為に対して、厳重に懲
罰を与えなければならない」と明言されてい
た  ₁ ₁。すなわち、党指導部は、マスメディア
が地方政府と各級の党組織の権力濫用、違法
な行為に対する民衆の批判を代弁することを
容認したとうかがえる。
　さらに、₂₀₀₅年 ₃ 月、党中央弁公室に公布
された「『世論監督』工作のより一層の強化
と改善に関する意見」は、「『世論監督』を正
確に展開することは、人民大衆の意見と声の
反映および、党、政府と人民大衆の関係の強
化にも有利である」と提起するとともに、マ
スメディアの「世論監督」機能について「法
律や党則に違反した行為への監視を強化し、
とりわけ法律や党則の無視、軽視および紀律
の緩みの問題に対する批判と暴露を行わなけ
ればならない。党と政府の政策や条例の執行
状況への監視を強化し、人民大衆の党と政府
工作に対する希望と意見を反映し、中央指令
を表向きで従い、陰で違反する行為および職
務の怠慢、職権の濫用と消極的行為を批判す
ることによって、中央権威の維持と中央指令
遂行の徹底を保障することができる。なお、
人民大衆の利益を損害した行為への監視を強
化し、各種の手段と方式によって人民大衆の
利益を損害した現象と行為を暴露、批判する
ことによって、人民大衆の合法的な利益を保
護することができる」と明言した  ₁ ₂。
　以上のように₁₉₉₀年代以降、党は各級の地
方政府と党組織の権力濫用を是正するため
に、マスメディアの「世論監督」機能を言及
したことは、党はマスメディアが党の権力濫
用に対する民衆の批判を代弁することを容認
したことであるとうかがえる。
③権力腐敗に対するマスメディアの「世論監
督」機能
　₁₉₈₀年代以来、党指導部が党の権力腐敗に
よる深刻な状況に直面している。₁₉₈₂年から
₁₉₈₆年までに党中央主導の反腐敗闘争が行わ
れた結果、全国において₆₇,₆₀₀人の党員幹部
が党内処分を受けたほか、₂₅,₅₉₈人の党員幹
部が党籍剥奪の処分を受けた ₁ ₃。₁₉₉₀年代に
入り、市場経済化のより一層の加速に伴い、
党の権力腐敗問題がさらに深刻化した。たと
えば、₁₉₉₃年から₁₉₉₇年までに、腐敗、賄賂
の問題で₁₆,₁₁₇人の党政機関の幹部、₁₈,₂₁₄
人の司法機関の幹部、₈,₁₄₄人の行政機関の
幹部が党の紀律処分を受けた  ₁ ₄。
　以上のような情勢をうけ、党指導者が権力
腐敗による民衆の党への不満を懸念し、警戒
している。₁₉₈₉年に、鄧小平は、天安門事件
の発生原因について、「今回の混乱を引き起
した原因の中の ₁ つの要因が、腐敗現象によ
り、一部の大衆が党と政府への信頼を喪失し
たことである」と民衆の権力腐敗への不満を
懸念した。₁₉₉₇年₁₀月に開かれた中国共産党
第₁₅回全国代表大会において、江沢民は「反
腐敗は党と党の存亡に関わる厳重な政治闘争
である。腐敗問題を有効に対処することがで
きなければ、党は人民大衆からの支持と信頼
を失ってしまう。改革開放全体の過程に反腐
敗の闘争を堅持しなければならない」と懸念
を表明した。
₁₁　江沢民（₁₉₉₇）、「在中国共産党第₁₅回全国代表大会上的報告　六政治体制改革和民主法制建設」（₂₀₁₂
年 ₃ 月 ₆ 日最終アクセス、http://news.xinhuanet.com/ziliao/₂₀₀₃-₀₁/₂₀/content_₆₉₇₂₀₇.htm よりダウンロー
ド）。
₁₂　中共中央弁公庁（₂₀₀₅）、「関於進一歩加強和改進輿論監督工作的意見」（₂₀₁₂年 ₄ 月₁₃日最終アクセス、
http://cpc.people.com.cn/GB/₆₄₁₆₂/₇₁₃₈₀/₁₀₂₅₆₅/₁₈₂₁₄₇/₁₁₀₀₂₉₄₉.html よりダウンロード）。
₁₃　王謙（₂₀₀₈）、「陳雲与恢復重建後的中紀委」『文史精華』第 ₇ 期、₆-₁₃ページ。
₁₄　彭衛東（₂₀₀₅）、「試論新時期我党反腐敗的進程」『新余高専学報』第₁₀巻第 ₁ 期、₁₉-₂₁ページ。
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　以上を背景に、党は、権力腐敗を是正する
ための措置であるマスメディアの「世論監
督」機能を以下のように言及した。
　具体的には、まず、₁₉₉₃年₁₁月に開かれた
中国共産党第₁₄回中央委員会第 ₃ 次全体会議
において、「中共中央による社会主義市場体
制建立の若干問題に関する決定」の採択とと
もに、マスメディアの「世論監督」機能につ
いて、「廉潔な政治の建設、反腐敗が社会主
義市場体制建立の必要な条件と重要な保証で
ある。腐敗の幹部に対する処罰を断固として
行うには、党の紀律検査機関、司法機関、検
察機関の工作および法律による監視、党組織
による監視、人民大衆による監視、マスメ
ディアの『世論監督』機能を強化しなければ
ならない」と規定された（『人民日報』、₁₉₉₃年₁₁
月₁₇日）。すなわち、党は、マスメディアが党
の権力腐敗に対する民衆の批判を代弁するこ
とを容認したとうかがえる。
　また₁₉₉₄年 ₉ 月に開催された中国共産党第
₁₄回中央委員会第 ₄ 次全体会議では、「党中
央の党自身の建設の強化に関するいくつかの
重大な問題の決定」の採決とともに、マスメ
ディアの「世論監督」機能について、「党の
気風建設を堅持し、反腐敗闘争を深化し、持
続して行っていかなければならない。党内の
監視条例と大衆による監視、マスメディアの
『世論監督』機能および民主党派、無所属派
による監視を結び付けることによって有力な
監視体制を形成しなければならない」と規定
された  ₁ ₅。
　その後の₂₀₀₁年 ₉ 月に開かれた中国共産党
第₁₅回中央委員会第 ₆ 次全体会議で決議され
た「党中央の党風の建設の強化と改善に関す
る決定」により、マスメディアの「世論監督」
機能について、「腐敗問題への予防と解決を
重要視しながら、党の廉潔な気風建設を行わ
なければならない。民主的監視のルートを広
げ、人民大衆に依頼することによって、権力
の執行を有効な監視制度に置くべきである。
法律による監視、大衆による監視、マスメ
ディアの『世論監督』機能および民主党派に
よる監視を強化することによって、廉潔な党
風の建設を推進していく」と提起された  ₁ ₆。
　引き続き、₂₀₀₅年 ₁ 月に党中央によって公
布された「中共中央による腐敗への懲罰、予
防体系の建立と改善の実施綱要」により、「党
の廉潔な気風建設と反腐敗闘争が党の死活、
存亡に関わっている」という反腐敗の重要性
と緊迫性を提起したとともに、「権力執行へ
の制約と監視の強化が、権力の正確な執行へ
の保証のためである」という部分で、マスメ
ディアの「世論監督」機能について、「社会
的監視を強化しなければならない。人民大衆
の党、党機関および幹部に対する批判、意見
の具申、控訴、検挙などの権利を保障しなけ
ればならない。大衆による法律や紀律を違反
した行為への検挙の受理工作を改善すること
によって、迅速に大衆の反映した問題を処理
しなければならない。各級の党委と政府は、
マスメディアの『世論監督』機能を重視し、
支持し、大衆の意見を聴取し、工作を改善し
なければならない」と規定された  ₁ ₇。
　最後に、₂₀₀₈年 ₆ 月に党中央によって公布
された「腐敗への懲罰、予防制度の改善に関
する企画（₂₀₀₈年 -₂₀₁₂年）」においては、「腐
敗への断固とした堅持と有効な予防が人心の
向背と党の死活、存亡に関わり、党が始終に
行わなければならない重大な政治任務であ
る」という目標の提起とともに、「権力への
₁₅　「中共中央関於加強党的建設幾個重大問題決定」（₁₉₉₄）、「₂₀₁₂年 ₄ 月₁₃日最終アクセス、http://news.
xinhuanet.com/ziliao/₂₀₀₅-₀₃/₁₆/content_₂₇₀₅₄₃₉.htm よりダウンロード）。
₁₆　「中共中央関於加強和改進党的作風建設的決定」（₂₀₀₁）、「₂₀₁₂年 ₄ 月₁₄日最終アクセス、http://xf. 
people.com.cn/GB/₄₂₄₆₈/₃₂₀₂₈₃₇.html よりダウンロード）。
₁₇　「中共中央建立健全懲治和予防腐敗体系実施綱要」（₂₀₀₅）、「₂₀₁₂年 ₄ 月₁₅日最終アクセス、http:// 
politics.people.com.cn/GB/₁₀₂₄/₃₁₂₂₉₅₀.html よりダウンロード）。
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監視と制約の強化」という部分で、マスメ
ディアの「世論監督」機能について「大衆に
よる監視を支持し、保障しなければならな
い。人民大衆の知る権利、政治参加権、表出
権、監視権を保障しなければならない。さら
に各級の党政機関の幹部が、マスメディアの
『世論監督』機能を重視し、人民大衆の意見
と声をまじめに聴取し、工作を改善しなけれ
ばならない」と規定された  ₁ ₈。
　以上のように、党は権力腐敗を是正するた
めにマスメディアの「世論監督」機能を言及
した。このことは、党はマスメディアが党の
権力腐敗に対する民衆の批判を代弁するのを
容認したことであるとうかがえる。
2 　社会不正に対するマスメディアの「世
論監督」機能
　₁₉₉₀年代以降、党指導部は₁₉₉₂年に開催さ
れた中国共産党第₁₄回全国代表大会におい
て、市場経済体制改革をより一層加速すると
採決した。一方で、急速な市場経済の発展が、
社会の不正な現象の急増をもたらしている。
　₁₉₉₀年代以降、悪徳な業者や個人によるコ
ピー商品、偽物、粗悪商品の生産、販売が急増
した。また市場経済の発展に伴う市場物価の人
為的つり上げ、価格独占、価格詐欺、各名目の
費用徴収などの不正行為も深刻になった。たと
えば、党発展改革委員会の統計データによれ
ば、₂₀₁₁年 ₁月から₁₁月にかけて、全国の各級
の価格管理部門は、価格の詐欺、違法などの行
為を摘発した件数が₃万₅₉₀₀件に上り、消費者
に₂億₃₈₀₀万元を返還したという。
　他方、社会格差の拡大、社会利益分配の不
公正、社会治安の悪化、社会モラルの低下な
どの問題が顕在化した。たとえば、社会格差
の問題に関して、農村部と都市部の所得格差
が年々広がっている。国家統計局の発表によ
ると、₂₀₀₉年の中国都市部における ₁ 人当た
りの年間所得は ₁ 万₇,₁₇₅元であるのに対し、
農村部では₅,₁₅₃元であり、都市部と農村部
での収入格差は年間 ₁ 万₂,₀₂₂元と約₃.₃倍に
まで拡大している。これは₁₉₇₈年の改革開放
政策以来、最大の格差となっている ₁ ₉。
　以上のような急増した社会不正の現象が、
民衆の大きな不満を招いている。全国各地
で、社会格差の拡大、物価高騰、社会利益分
配の不平等などに起因した民衆のデモや暴動
が相次いで発生している。₂₀₀₄年 ₂ 月に、江
西省萍郷市で₂₀,₀₀₀人余りの労働者及び家族
が貧富格差の拡大、社会利益分配の不平等に
対する不満を爆発し、労働権利、社会保障権
利、生存権利の享受を訴える集会を行った。
　以上のような深刻な社会不正現象を直面し
ている党指導部は、マスメディアの「世論監
督」機能の提起を行った。
　₁₉₉₆年₁₀月に開催された中国共産党第₁₄回
中央委員会第 ₆ 次全体会議において、党中央
によって下された「党中央による社会主義精
神文明建設の若干重大な問題に関する決議」
の中で、社会問題の深刻さについて「一部の
領域で道徳の低下、拝金主義、個人主義が蔓
延している；迷信行為、賭博、風俗などの醜
悪な社会現象が氾濫している；偽商品、粗悪
商品の生産、販売と詐欺行為が盛んになって
いる；青少年の思想を損害する風俗文化が蔓
延している」と指摘されたほか、マスメディ
アの「世論監督」機能を「社会生活の中の各
方面に対する管理を強化し、社会安定を損害
する不法な行為を制裁し、打撃しなければな
らない。法律による監視、行政による監視、
大衆による監視およびマスメディアの『世論
監督』機能を総合的に利用し、社会の良い行
為とモラルを規範化し、社会の醜悪な現象を
批判し、社会の正義を発揚すべきである」と
₁₈　「建立健全懲治和予防腐敗体系₂₀₀₈-₂₀₁₂年工作規划」（₂₀₀₈）、「₂₀₁₂年 ₄ 月₁₅日最終アクセス、http://
news.xinhuanet.com/newscenter/₂₀₀₈-₀₆/₂₂/content_₈₄₁₇₉₇₄.htm よりダウンロード）。
₁₉　田中正洋（₂₀₁₀）、「中国における格差問題」『FFG 調査月報』₁₂月号、₁₆-₁₉ページ。
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言及された ₂ ₀。この決議により、党はマスメ
ディアが社会不正に対する民衆の批判を代弁
することを容認したことが分かった。
　₂₀₀₆年₁₀月に開かれた中国共産党第₁₆回中
央委員会第 ₆ 次全体会議において、党中央が
公布した「党中央による社会主義の調和とれ
る社会建設の若干重大な問題に関する決定」
により、現存の社会問題について、「都市部
と農村部の間、地域の間に経済的発展のバラ
ンスが欠如している；就職、社会保障、所得
分配、教育、医療、住宅、安全生産、社会治
安などの諸方面で人民大衆の利益と密接に関
している各社会問題が深刻化している」と指
摘されたとともに、「人民の監視権利を強化
し、各社会問題への暴露、社会正義の発揚に
マスメディアの『世論監督』を発揮すべきで
ある」と規定された  ₂ ₁。
　以上のように、本節では、₁₉₈₀年代以降の
マスメディアの「世論監督」機能に対する党
の言及を含む諸決議を考察した。これによ
り、党のマスメディアの「世論監督」機能に
対する許容内容は、メディアが党及び社会不
正に対する民衆の批判を代弁することである
ことが明らかになった。
Ⅳ　党のマスメディアの「世論監督」
機能に対する許容範囲の限界　
　一方、党は、マスメディアが党及び社会不
正に対する民衆の批判を代弁することを容認
したものの、無条件に容認したわけではない。
党は、条件付きでマスメディアの「世論監督」
機能を提起した。こうした態度の転機は₁₉₈₉
年 ₆月の天安門事件である。党は天安門事件
後、マスメディアの「世論監督」機能に、プ
ラス宣伝を主とする報道方針を堅持するとと
もに、正しい世論誘導を堅持しなければなら
ないという規制をかけた。このような認識は、
今日に至っても提起され続けている。本節で
は、こうした党の提起を踏まえつつ、党がマ
スメディアの「世論監督」機能を許容する限
界点はどこにあるのか、を明らかにしたい。
1 　プラス宣伝を主とする報道方針堅持の
もとのマスメディアの「世論監督」機
能
　天安門事件後、党指導部はマスメディアの
「世論監督」機能が、プラス宣伝を主とする
報道方針を堅持しなければならないという認
識を示した。₁₉₈₉年₁₁月に党中央宣伝部に
よって開催された新聞工作討論会では、当時
の党中央政治局のイデオロギー工作主管李瑞
環は、「プラス宣伝を主とする方針を堅持し
なければならない」と題した講話の中で、マ
スメディアの「世論監督」機能を提起した。
本項では、マスメディアの政治宣伝機能の再
強調を目的とするプラス宣伝を主とする方針
堅持のもとに、党のマスメディアの「世論監
督」機能を許容する限界点を探る。
①プラス宣伝を主とする方針堅持の提起
　天安門事件後、党はマスメディアの政治宣
伝機能の再強調を目的とするプラス宣伝を主
とする報道方針を提起した。
　プラス宣伝を主とする報道方針の提起に関
して、₁₉₈₉年₁₁月に開かれた新聞工作討論会
で、李瑞環は「プラス宣伝方針を主とする方
針は、社会主義新聞事業が必ず順守しなけれ
ばならない極めて重要な指導方針である。こ
の方針を堅持することとは、党の路線、方針
と政策を正確に、迅速に宣伝し、事実に基づ
いて社会現実の中の主流を反映し、人民大衆
による創造の業績を宣伝することである。こ
₂₀　「中共中央関於加強社会主義精神文明建設若干重要問題的決議」（₁₉₉₆）、（₂₀₁₂年 ₄ 月₁₅日最終アクセ
ス、http://www.people.com.cn/GB/shizheng/₂₅₂/₅₀₈₉/₅₁₀₆/₂₀₀₁₀₄₃₀/₄₅₆₆₀₁.html よりダウンロード）。
₂₁　「中共中央関於構建社会主義和諧社会若干重大問題的決定」（₂₀₀₆）、（₂₀₁₂年 ₄ 月₁₃日最終アクセス、
http://news.xinhuanet.com/politics/₂₀₀₆-₁₀/₁₈/content_₅₂₁₈₆₃₉.htm よりダウンロード）。
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うして人心への励ましのための巨大な精神的
力を形成することができ、社会安定に有利す
る世論環境を形成することができる」と述べ
たとともに、「新聞が党と人民の偉業をほめ
たたえるとともに、問題点、消極的マイナス
面を批判、暴露すべきである。しかし、新聞
報道においては必ずプラス面に対する宣伝報
道が主導的地位に占め、批判と暴露報道が副
次的な地位に占める。批判報道が、もし数多
くて集中すると、その社会的効果が良いわけ
ではない。報道の中の批判の度合いに注意す
べきである」と強調した  ₂ ₂。この報道方針は、
今日に至っても提起され続けている。₂₀₀₂年
₁ 月に、胡錦濤は全国宣伝部長会議におい
て、「新聞工作が必ずメディアの党派性原則
を堅持し、党と人民の団結一致、社会安定、
人心への励ましのための出来事を宣伝し、プ
ラス宣伝を主とする方針を堅持しなければな
らない」と述べた  ₂ ₃。
　上述した党指導者層の発言より、党指導部
にとってはプラス宣伝を主とする方針の中の
「プラス性」を判断する基準が、党の支配地
位の強化に「プラス性」があるか否かのこと
であると考えられる。党にとっては無論、党
の偉業、功績宣伝が党の支配地位の強化に
「プラス性」を持つものであると考えられる。
すなわち、プラス宣伝を主とする方針の提起
は、党はマスメディアが党の宣伝を主要な任
務として果たさなければならないとの認識を
示したとうかがえる。
②プラス宣伝を主とする方針堅持のもとのマ
スメディアの「世論監督」機能
　天安門事件後、党指導部はプラス宣伝を主
とする方針堅持のもとにマスメディアの「世
論監督」機能を提起した。　
　₁₉₈₉年₁₁月に開催された新聞工作討論会で
は、李瑞環は、「プラス宣伝を主とする方針
を正確に、全面的に理解し、実行することが、
マスメディアの『世論監督』機能の発揮に直
接に関わり、社会主義新聞事業の成功と失敗
にも直接に関わっている」とプラス宣伝を主
とする方針堅持の必要性を強調するととも
に、「プラス宣伝を主とする方針の堅持とマ
スメディアの『世論監督』機能の正確な発揮
は、一致している。マスメディアの『世論監
督』機能は、実質上では人民大衆による監視
であり、人民大衆がマスメディアを通じて党
と政府の工作および幹部に監視を行うもので
ある。単なる新聞機関、新聞関係者による監
視ではない。マスメディアの『世論監督』機
能は、必ず憲法と法律に定められた範囲内で
実施されるべきである。新聞機関と新聞関係
者も党による監視を受けなければならない」
と主張した ₂ ₄。
　引き続き、₁₉₉₆年₁₀月に開かれた中国共産
党第₁₄回中央委員会第 ₆ 次全体会議で採択さ
れた「党中央による社会主義精神文明建設の
強化に関する若干の重要な問題の決議」によ
り、「新聞工作は必ずメディアの党派性原則
を堅持し、プラス宣伝を主とする報道方針を
堅持しなければならない。社会の重大な問題
に関する世論の誘導とマスメディアの『世論
監督』機能を強化することによって、党と政
府の工作を改善する」と規定された ₂ ₅。
　₁₉₉₉年 ₉ 月に党中央によって下された「党
中央による思想政治工作の強化と改善に関す
₂₂　李瑞環（₁₉₈₉）、「堅持正面宣伝以主的方針」（₂₀₁₂年 ₃ 月 ₅ 日最終アクセス、http://news.xinhuanet.com/
ziliao/₂₀₀₅-₀₂/₂₁/content_₂₆₀₀₃₀₀.htm よりダウンロード）。
₂₃　胡錦濤（₂₀₀₂）、「在全国宣伝部長会議上的講話」（₂₀₁₂年 ₄ 月₁₃日最終アクセス、http://www.china.com.
cn/chinese/₂₀₀₂/Jan/₉₆₄₁₇.htm よりダウンロード）。
₂₄　李瑞環（₁₉₈₉）、「堅持正面宣伝以主的方針」（₂₀₁₂年 ₃ 月 ₅ 日最終アクセス、http://news.xinhuanet.com/
ziliao/₂₀₀₅-₀₂/₂₁/content_₂₆₀₀₃₀₀.htm よりダウンロード）。
₂₅　「中共中央関於加強社会主義精神文明建設若干重要問題的決議」（₁₉₉₆）、（₂₀₁₂年 ₄ 月₁₅日最終アクセ
ス、http://www.people.com.cn/GB/shizheng/₂₅₂/₅₀₈₉/₅₁₀₆/₂₀₀₁₀₄₃₀/₄₅₆₆₀₁.html よりダウンロード）。
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る若干意見」の中で、「思想政治工作におけ
るマスメディアの役割を十分に果たせるべき
である。新聞、雑誌、ラジオとテレビが思想
政治教育を行う重要なルートであり、社会の
中で大きな影響力を持つため、党にしっかり
握られなければならない。すべてのマスメ
ディアが、メディアの党派性原則を堅持し、
党と人民の団結一致、社会安定および人心へ
の励ましの出来事などを宣伝し、プラス宣伝
を主とする方針を堅持しなければならない。
同時に社会の重大な問題に関する世論の誘導
とマスメディアの『世論監督』機能を強化し
なければならない」と定められた  ₂ ₆。
　以上のように、プラス宣伝を主とする方針
の堅持のもとに、党はマスメディアの「世論
監督」機能を提起した。すなわち、党のマス
メディアの「世論監督」機能を許容する条件
は、マスメディアが民衆の党への批判の代弁
より党の宣伝を主要任務として行うことであ
るとうかがえる。換言すれば、党の許容条件
は、マスメディアが民衆の党への批判の代弁
より党の宣伝を優先することであると考えら
れる。
　以上のような党の認識上の限界をもたらし
た要因としては、党指導部は、マスメディア
の「世論監督」が党の支配地位にマイナス性
を持つと認識し、その社会的効果を警戒して
いると考えられる。天安門事件後、党指導部
は、こうした批判報道が党の支配地位にマイ
ナス性を持つと認識し、その社会的効果につ
いて懸念を表明した。₁₉₈₉年₁₁月に、李瑞環
は、「プラス宣伝を主とする方針を堅持しな
ければならない」と題した講話の中で、「批
判報道が多すぎ、集中しすぎると、その社会
的効果は良いわけではない。我々の批判報道
は、批判のため、消極的な現象の暴露のため
ではなく、工作の改善、問題の解決および
人々の前進の自信の強化のためである。批判
報道は、党と人民の消極的現象の克服の決心
を十分に表現することによって、党と人民の
団結、人民への鼓動と激励に有利する実質的
社会効果を持つべきである。批判報道が人民
に力を与え、自信を与え、勇気を与え、希望
を与えるべきである」とマスメディアの「世
論監督」機能の社会的効果を懸念した。こう
したことを背景に、天安門事件後、党指導部
にとっては、マスメディアの「世論監督」機
能が党の支配地位にマイナス性を持つという
認識が、党のメディアの「世論監督」機能へ
の態度を変化させたと言えよう。
2 　正しい世論方向誘導堅持のもとでのマ
スメディアの「世論監督」機能
　他方、天安門事件後、党指導部は、マスメ
ディアの「世論監督」機能が民衆の党との対
立をもたらすことを警戒しながら、マスメ
ディアの「世論監督」機能が正しい世論方向
誘導を堅持しなければならないとの認識を示
した。本項では、正しい世論方向誘導堅持の
もとのマスメディアの「世論監督」機能の提
起をめぐり、党の容認範囲の限界点を探る。
①正しい世論方向誘導堅持の提起
　正しい世論方向誘導の本質と言えば、「第
₁ に、マスメディアがプロレタリアの政治立
場を堅持する。報道機関が必ず正しい政治方
向の堅持をメディア工作の首位として、思想
面、政治面から党中央との高度な一致を保
つ。第 ₂ に、マスメディアが鄧小平による中
国特色のある社会主義建設理論と党の基本路
線を宣伝し、経済建設このテーマを密接にめ
ぐり、党と党工作の大局に従い、奉仕する。
第 ₃ に、マスメディアが積極的に民意を政治
面と思想面から、党中央との一致を保つ方向
に誘導する。こうして、改革開放と社会主義
₂₆　「中共中央関於加強和改進思想政治工作的若干意見」（₁₉₉₉）、（₂₀₁₂年 ₄ 月₁₃日最終アクセス、http://
cpc.people.com.cn/GB/₆₄₁₆₂/₇₁₃₈₀/₇₁₃₈₂/₇₁₄₈₁/₄₈₅₄₃₆₇.html よりダウンロード）。
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建設の発展に民衆からの有力な支持を提供す
ることができる」 ₂ ₇と解釈された。正しい世
論方向誘導堅持の提起について、江沢民は
₁₉₉₆年 ₁ 月に『解放軍報』社で視察した際に、
「党の路線、方針、政策と任務を有力に宣伝
し、執行することができる；人民大衆に巨大
な人心への励ましと鼓動の効果を与えること
ができる；先進性の持つ出来事を積極的に提
唱し、発揚することができる；誤った出来事
を迅速に阻止し、修正することができる」と
述べた  ₂ ₈。
　以上のことにより、正しい世論方向誘導堅
持の提起は、すなわち、マスメディアが党指
導部によって、民意を党と一致する政治的方
向に誘導する役割を担わされたとうかがえ
る。つまり、党は、民意の方向性をコント
ロールするためのマスメディアの民意誘導機
能を通じて、民衆を党と対立させないことを
狙っているとうかがえる。
　正しい世論誘導の必要性について、党指導
部は繰り返して強調してきた。₁₉₈₉年₁₁月
に、江沢民は新聞工作討論会で「党の新聞工
作に関するいくつかの問題」と題した講話の
中で、「今回の事件（筆者注：天安門事件）が新
聞工作の極めての重要性を語った。今回の事
件は新聞工作が党と人民の意思、利益に依拠
して民意を誘導しないと、どの程の厳重な損
害と巨大な損失をもたらしたと語った」とマ
スメディアの正しい世論方向誘導の必要性を
提起した  ₂ ₉。また、₁₉₉₆年 ₉ 月に江沢民は、
『人民日報』社で視察した際、「歴史の経験か
ら、マスメディアの民意の誘導の正しいか否
かが我々党の成長と壮大、党の指導権の確立
と強化、人民との団結と党の繁栄にとって重
要なことであると分かった。マスメディアの
正しい民意の誘導が党と人民にとって福であ
るが、マスメディアの誤った民意の誘導が党
と人民にとって災いである」と繰り返し強調
した  ₃ ₀。さらに、₂₀₀₈年 ₆ 月に、胡錦濤は『人
民日報』創刊₆₀周年記念の際、マスメディア
の民意誘導の向上の必要性を強調しながら、
「マスメディアが党派性原則を堅持し、民意
の正しい誘導をしっかり行わなければならな
い。マスメディアが民意の正しいな誘導を新
聞宣伝工作の首位として行い、より一層積極
的に人民大衆、社会主義、党と党工作の大局
に奉仕すべきである」と述べた（『人民日報』、
₂₀₀₈年 ₆ 月₂₁日）。
　以上のように、マスメディアの正しい世論
方向誘導堅持の提起により、党は民意の方向
性をコントロールするためのマスメディアの
民意の誘導機能を強調し、民衆を党と対立さ
せないことを図っていると考えられる。
②正しい世論誘導の堅持のもとのマスメディ
アの「世論監督」機能
　天安門事件後、党指導部はマスメディアの
「世論監督」機能を正しい世論方向誘導堅持
のもとに提起した。
　具体的には、₁₉₈₉年₁₁月に、中央宣伝部主
催の新聞工作討論会において、李瑞環は「マ
スメディアが社会生活の中の民意を正しく誘
導することは、人民大衆の思想を正確な政治
方向に誘導し、党の反対側の敵対勢力による
敵対的宣伝を対抗するためである」とマスメ
ディアの正しい世論方向誘導の必要性を強調
したとともに、「マスメディアの『世論監督』
機能の正確な発揮にあたり、以下のことに注
意しなければならない。第 ₁ に、新聞工作者
が始終、党と人民に利する立場に立ち、広範
の人民大衆の声、願望と要求を反映すること
は、マスメディアの『世論監督』機能の正確
な発揮の根本な前提条件と出発点である。第
₂₇　李暁桜（₁₉₉₇）、「試論把握正確輿論導向要処理好的幾個関係」『新聞前哨』第 ₃ 期、₅-₆ページ。
₂₈　江沢民（₁₉₉₆）、「江沢民在接見『解放軍報』社師級以上幹部時的講話」『新聞戦線』第 ₂ 期、₃-₄ページ。
₂₉　江沢民（₁₉₈₉）、「関於党的新聞工作的幾個問題」『新聞実践』₁₉₉₀年第 ₃ 期、₃-₆ページ。
₃₀　江沢民（₁₉₉₆）、「江沢民同志視察『人民日報』社時的講話」『当代伝媒』第 ₅ 期、₁-₄ページ。
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₂ に、新聞機関は内部参考と内部発行の形で
正確に問題のあり方を反映すべきである。第
₃ に、新聞機関が主体的役割を果たすべきで
ある。マスメディアが人民大衆の関心を持つ
出来事および解決できそうな問題を素材とし
て選択し、報道すべきである。こうしたマス
メディアの「世論監督」機能が党と人民の満
足をもたらし、さらに大衆に党の路線、方針、
政策からの教育を受けさせることができる。
第 ₄ に、マスメディアは『世論監督』機能を
必ず憲法と法律に定められた範囲内で発揮し
なければならない。新聞機関と新聞工作者も
党と人民による監視を受けるべきである」と
マスメディアの「世論監督」機能の正しい世
論方向誘導堅持の必要性を述べた ₃ ₁。
　₂₀₀₄年 ₂ 月に、党中央によって公布された
「中国共産党党内監督条約（試行）」により、
中の第₃₄条を「マスメディアが党派性原則を
堅持し、新聞工作の紀律と職業道徳を順守す
べきである。マスメディアは、『世論監督』
機能を正しい世論方向誘導を堅持することの
もとで発揮し、『世論監督』機能の社会的効
果も注意すべきである」と規定された（『人民
日報』、₂₀₀₄年 ₂ 月₁₇日）。
　₂₀₀₄年 ₉ 月に、中国共産党第₁₄回中央委員
会第 ₄ 次全体会議において採決された「党中
央による党の執政能力建設の強化に関する決
議」では、「マスメディアがしっかりと正し
い世論方向誘導を堅持し、正しく民意を誘導
すべきである。マスメディアが、党のメディ
アを管理する原則を堅持し、民意誘導の能力
を向上し、世論工作の主導権を握るべきであ
る。マスメディアが社会の注目される問題に
関する民意の誘導に重視し、積極的に『世論
監督』機能を発揮すべきである」と、正しい
世論方向誘導堅持のもとのメディアの「世論
監督」機能が強調された  ₃ ₂。
　₂₀₀₅年 ₃ 月に、党中央が公布した「『世論
監督』工作のより一層の強化と改善に関する
意見」により、第 ₂ 部分「『世論監督』工作
の原則要求の堅持」において、「マスメディ
アが党派性原則を堅持し、事実に基づいて真
実を求める原則を堅持し、人民大衆に、社会
主義に、党と党工作の大局に奉仕し、正しい
世論方向誘導を堅持するもとで、『世論監督』
機能を発揮すべきである」と定められた  ₃ ₃。
　₂₀₀₆年₁₀月、中国共産党第₁₆回中央委員会
第 ₆ 次全体会議において、「党中央による社
会主義的調和社会の建設に関する若干の重大
な問題の決定」の採決とともに、「マスメディ
アの正しい世論方向誘導が調和社会の建設を
促進する重要な要素である。新聞業、出版業、
ラジオ、テレビなどが正しい世論方向誘導を
堅持し、社会の主流を提唱し、改革開放の展
開と社会の安定のための良い世論環境を作ら
なければならない。マスメディアが社会的責
任を強化し、党の主張を宣伝し、社会の正義
を広報するとともに、民意の伝達と誘導を行
い、『世論監督』機能を発揮すべきである」
と規定された ₃ ₄。
　₂₀₀₈年 ₆ 月に党中央によって公布された
「腐敗への懲罰、予防制度の改善に関する企
画（₂₀₀₈年―₂₀₁₂年）」においては、「マスメ
ディアが『世論監督』機能を強化し、改善す
べきである。新聞などの報道機関が法律に依
拠して監視を行い、職業道徳を順守し、正し
₃₁　李瑞環（₁₉₈₉）、「堅持正面宣伝以主的方針」（₂₀₁₂年 ₃ 月 ₅ 日最終アクセス、http://news.xinhuanet.com/
ziliao/₂₀₀₅-₀₂/₂₁/content_₂₆₀₀₃₀₀.htm よりダウンロード）。
₃₂　「中共中央関於加強党的執政能力建設的決定」（₂₀₀₄）、（₂₀₁₂年 ₄ 月₂₅日最終アクセス、http://www. 
china.com.cn/chinese/₂₀₀₄/Sep/₆₆₈₃₇₆.htm よりダウンロード）。
₃₃　「中共中央弁公庁関於印発『関於進一歩加強和改進輿論監督工作的意見』的通知」（₂₀₀₅）、（₂₀₁₂年 ₄
月₁₃日最終アクセス、http://cpc.people.com.cn/GB/₆₄₁₆₂/₇₁₃₈₀/₁₀₂₅₆₅/₁₈₂₁₄₇/₁₁₀₀₂₉₄₉.html よりダウン
ロード）。
₃₄　「中共中央関於構建社会主義和諧社会若干重大問題的決定」（₂₀₀₆）、（₂₀₁₂年 ₄ 月₁₃日最終アクセス、
http://news.xinhuanet.com/politics/₂₀₀₆-₁₀/₁₈/content_₅₂₁₈₆₃₉.htm よりダウンロード）。
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い世論方向誘導を堅持し、『世論監督』機能
がもたらす社会的効果を注意すべきでる」と
定められた  ₃ ₅。
　上述のことにより、正しい世論方向誘導堅
持のもとのマスメディアの「世論監督」機能
の提起は、すなわち、党のマスメディアの
「世論監督」機能を許容するもう ₁ つの条件
は、マスメディアによる民衆の党への批判の
代弁が民衆の党との対立をもたらさないこと
であるとうかがえる。
　このような党の容認範囲の限界をもたらし
た要因としては、党指導部は、マスメディア
の「世論監督」機能が民衆の党との対立をも
たらすことを非常に警戒していたことと考え
られる。天安門事件終結後、党指導部は事件
の原因を探った結果、党にとってマスメディ
アの「世論監督」機能が民衆の党との対立を
もたらしたことが、天安門事件に繋がる一因
であると認識され、懸念された。₁₉₈₉年₁₁月
に中央宣伝部が主催した新聞工作討論会にお
いて、李瑞環は、「（筆者注：天安門事件中）資産
階級式の新聞自由の追求という旗を揚げる
人々は、党と政府を凌駕し、党と対立的立場
に立って党への監視を行った。彼らは党への
不満をぶちまけ、党と政府の顛覆を図った。
彼らの標榜するマスメディアの『世論監督』
機能を我々は、断固として反対する」との懸
念を表明した。この講話により、党指導部は、
マスメディアの「世論監督」機能がもたらし
た民衆の党との対立に非常に警戒したことが
うかがえる。党指導部にとっては、マスメ
ディアの「世論監督」機能が民衆の党の支配
地位の反対をもたらすことが最大の危機であ
り、最も避けられなければならないことであ
る。こうしたことを背景に、天安門事件後、
党は党の支配を強化するために、マスメディ
アの「世論監督」機能を、メディアの民衆の
党への批判の代弁が民衆の党との対立をもた
らさない範囲内で許容するようになった。
　以上のように、天安門事件後、プラス宣伝
を主とする方針の堅持および正しい世論方向
誘導堅持のもとにマスメディアの「世論監
督」機能が提起された。すなわち、党のマス
メディアの「世論監督」機能を許容する限界
点は、マスメディアが民衆の党への批判の代
弁より党の宣伝を主要任務として行うこと
と、マスメディアによる民衆の党への批判の
代弁が民衆の党との対立をもたらさないこと
であるとうかがえる。
Ⅴ　おわりに
　本稿では、党がマスメディアの「世論監督」
機能に対して抱いてきた認識に迫った。具体
的には、党が如何なるマスメディア認識のも
とでマスメディアの「世論監督」機能を導入
したのか、どのような内容でメディアの「世
論監督」機能を容認しているのか、党の容認
範囲の限界点がどこにあるのかを明らかにす
ることに努めた。本稿の内容をもう一度整理
すれば以下のようになる。
　改革開放以降、党はマスメディアが民意代
弁ルートであるという認識のもと、マスメ
ディアの「世論監督」機能を導入した。党が
マスメディアの「世論監督」機能を導入した
ことは、党はマスメディアが民衆の批判意見
を代弁するのを容認したことを意味してい
る。党の容認内容は、メディアが党及び社会
不正に対する民衆の批判を代弁に関するもの
である。しかし、その容認範囲には一定の限
界がある。党の容認範囲の限界点は、マスメ
ディアが民衆の党への批判の代弁より党の宣
伝を優先することと、マスメディアによる民
衆の党への批判の代弁が民衆の党との対立を
もたらさないことであると考えられる。
　今後、マスメディアの「世論監督」機能に
₃₅　「建立健全懲治和予防腐敗体系₂₀₀₈-₂₀₁₂年工作規划」（₂₀₀₈）、「₂₀₁₂年 ₄ 月₁₅日最終アクセス、http://
news.xinhuanet.com/newscenter/₂₀₀₈-₀₆/₂₂/content_₈₄₁₇₉₇₄.htm よりダウンロード）。
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対する党の認識が如何に変化するのか、引き
続き注目する必要があるだろう。
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